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平成３０年度厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

分担研究報告書 

「不妊に悩む方への特定治療支援事業」のあり方に関する医療政策的研究 

 

若年者（35 歳未満）における ART 助成利用率に影響を及ぼす因子の検索 

 

研究分担者 左 勝則 埼玉医科大学産科婦人科講師 

Ａ．研究目的 

1978 年に英国で最初の体外受精–胚移植

によりルイーズ・ブラウン氏が出生して以

降、この 40 年間で生殖補助医療（Assisted 

Reproductive Technology; 以下 ART）は様々

な技術革新を伴いながら、不妊に悩むカッ

プルに対し広く行われる治療となった。日

本で行われている生殖補助医療の治療件数

をまとめている日本産科婦人科学会倫理委

員会登録調査小委員会の最新報告によれば、

2016 年には 44 万周期の体外受精、顕微授

精および凍結融解胚移植を含む治療が行わ

れ、その結果 5 万 4 千人にのぼる新生児が 

出生したとされる(1)。近年の日本での出生

児数の減少がすすむ中、こうした生殖補助

医療の出生数におよぼす影響は無視できな

いものになりつつある。 

 しかし生殖補助医療が子供を持つための

重要な手段となる一方、治療費が高額であ

るため治療にふみきれない不妊カップルに

も実際の臨床の現場ではしばしば遭遇する。

ART による妊娠・生産率は、女性の年齢の

上昇とともに低下し、特に 35 歳以降で低下

が顕著になる。年齢が体外受精の成功率に

最も影響を及ぼす因子である以上、できる

限り早く治療を受けてもらうことが、早く

妊娠するために非常に重要であり、ひいて

はARTの利用回数の低下につながると考え

られる。しかし、実際には若い患者層が治

療を受けることは稀であり、前述の日本産

研究要旨：日本で生殖補助医療（ART）を受けている患者の年齢は年々高齢化している。

年齢は ART における妊娠率に大きな影響を及ぼすため、若年者（35 歳未満）における人口

あたり ART 助成金利用率を都道府県ごとに算出し、関連のある因子を探索するために地域
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科婦人科学会の最新の報告によれば、2016

年に日本で行われた総治療周期の平均年齢

は 38.1 歳であり、治療周期に占める 40 歳

以上の割合は 4 割を超える。 

 ART は医療保険の適応外であり、患者が

支払う治療費の補助として国が主導する

「不妊に悩む方への特定治療支援事業」に

よる治療費助成や、各自治体における個別

の助成が、患者の費用負担に占める割合は

大きい。こうした助成の有無が、ART を受

けようとする若年の不妊カップルの意思決

定にどこまで寄与しているかは不明である。

また、ART 利用率と患者の社会経済要因と

の関連が外国で報告される一方で(2)、日本

においてそのような報告はない。患者個々

の社会経済要因や地域レベルでの所得格差

やソーシャル・キャピタルといった要因の

ART 利用率に及ぼす影響を調べることは、

医療政策的には重要な意味をもつと考えら

れる。 

 そこで、本研究では、各都道府県におけ

る 35 歳未満の人口あたりの ART 助成金利

用率を算出し、どのような要因が影響を及

ぼしているのかを検討することを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

1) 研究デザイン 

都道府県単位の地域相関研究 (Ecological 

study)である。 

 

2) 研究方法 

「不妊に悩む方への特定治療支援事業」を

取りまとめている、政令市・中核市/都道府

県の担当者に、平成 29 年度 1 年間における

女性の年齢別助成件数および助成人数を郵

送にて問い合わせを行った（分担研究報告

書 全国 115 実施主体における「不妊に悩

む方への特定治療支援事業」実施状況の調

査 別添資料参照）。また、平成 29 年 4 月

時点において国の助成制度に加え、不妊治

療に関わる独自の助成制度があるか、ある

場合の助成内容について以下の選択形式お

よび自由記述形式で聴取した。1) 対象者の

年齢制限の変更 2）助成回数を増やす 3）

助成金額を増やす 4）対象者の所得制限の

変更 5）一般不妊治療や不妊検査への助成 

6）その他。 

上記質問紙で収集した年齢別不妊治療助

成人数から、各都道府県における 35 歳未満

の助成金受給人数を算出し、各都道府県の

平成 29 年 10 月 1 日時点の 20 歳～34 歳ま

での人口推計値(3)で除して、20 歳～35 歳未

満人口（1 万人あたり）における 35 歳未満

の助成利用者数を算出した。 

共変量として、各都道府県における総人

口(3)、面積、二人以上世帯における平均収

入(4)、平均初婚年齢 (5)、医師数 (6)、ART

実施施設数 (7)、および質問紙で収集した都

道府県レベルでの追加助成制度の有無を含

めた。また、社会経済要因として、各都道

府県における Gini 係数(8)、ソーシャル・キ

ャピタルの指標として 2017 年の衆議院選

挙における投票率  (9)、ボランティア率 

(10)、転入率 (11)を含めた。 
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3）統計解析 

20 歳～35 歳未満人口（1 万人あたり）にお

ける 35 歳未満の ART 助成利用者数と、各

因子との関連を線形回帰分析により検討し

た。各都道府県の総人口、面積、医師数、

ART 実施施設数は正規分布していなかった

ため、自然対数変換後に解析を行った。共

変量を同時に線形回帰分析に投入し、多変

量解析による各因子とアウトカムとの関連

を検討した。解析は Stata SE 13(College 

Station, Texas, USA)を用いて行い、p<0.05 を

統計学的有意差ありとした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究で政令市・中核市/都道府県の担当

者に問い合わせた年齢別の助成件数は集計

データであり、個人情報を含まない。 

 

Ｃ．研究結果 

47 都道府県における 35 歳未満 ART 助成

利用率(1 万人あたり)および各要因の分布

を図 1 に示す。1 万人あたりの 35 歳未満

ART助成利用率は平均25.8（標準偏差［SD］

=2.8）であった。最も少なかった 5 県は宮

崎県(15.7)、沖縄県(16.8)、秋田県(17.1)、岩

手県(17.6)、北海道(17.8)であった。一方最

も多かったのは富山県の 42.4 人であり、石

川県（38.4）、岐阜県（36.4）、鳥取県（36.2）、

島根県（35.6）が続いた。36 都道府県(76.6%)

が何らかの追加助成を有しており、最も多

かったものが、一般不妊治療や検査に対す

る助成（23 都道府県、48.9％）であり、20

都道府県(42.6％)において助成回数を増や

していた。 

 35 歳未満 ART 助成利用率(1 万人あたり)

と各要因との関連を表 2 に示す。二変量に

おける解析では、二人以上世帯における平

均収入およびボランティア参加率と、35 歳

未満ART助成利用率と有意な正の相関を認

め、それぞれの相関係数(R)は 0.38（p=0.0085）

および 0.52(p=0.0002)であった（図 2 および

図 3 参照）。一方、都道府県における Gini

係数や投票率と 35 歳未満 ART 助成利用率

との間には有意な相関は認めなかった。同

様に各都道府県における追加助成の有無と

35 歳未満 ART 助成利用率との間にも有意

な相関は認めなかった。すべての共変量を

同一の多変量解析に投入したモデルの結果

では、多重共線性の影響により、人口と医

師数はモデルに含めることができず、残り

の変数を含めて解析を行った。その結果、

都道府県の面積、平均世帯収入、ボランテ

ィア参加率、転入率と 35 歳未満 ART 助成

利用率との間に有意な関連を認めた。平均

世帯収入(Coefficient=0.047, 95%信頼区間 , 

0.007—0.088 p=0.002)、ボランティア参加率

(Coefficient = 1.50, 95％信頼区間, 0.70—2.30, 

p=0.001)、転入率(Coefficient = -15.0, 95%信

頼区間, -25.8 — -4.8, p=0.008)であった。 

 

Ｄ．考察 

 今回の検討により、35 歳未満の ART 助成

利用率は、35 歳未満人口 1 万人あたり 15.7

人から 42.4 人まで都道府県間で大きな開き

があることがわかった。また、多変量解析

において、35 歳未満の ART 助成利用率が、
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平均世帯収入と正の相関を認めた。さらに

ソーシャル・キャピタルの指標として用い

たボランティア参加率とは正の相関があり、

転入率とは負の相関を認めた。これらの結

果は、35 歳未満の ART 助成利用率が、世帯

収入やソーシャル・キャピタル等と関連し

ていることを示唆する。 

 35 歳未満の ART 助成利用率は、都道府県

間で大きな開きを認めた（図 1）。このこと

をいいかえれば、若い年齢層において ART

を利用する女性の数が都道府県間で大きな

差異を認めたということである。若い年齢

層において、ART へのアクセスが何らかの

理由、例えば経済的要因や不妊治療に対す

る知識不足等で阻害されているのかもしれ

ない。しかし本研究では、不妊治療を受け

ている患者数あたりの人数ではなく、20-34

歳までの総人口あたりのART助成数を計算

しているため、この数字は多岐にわたる要

因が影響を与えているものと考えられる。

挙児希望の有無の影響を考慮することがで

きていないため、ART へのアクセスが阻害

されているのか、そもそも挙児希望がない

のかを判断することはできないのが最大の

問題点と考えられる。 

 にもかかわらず、35 歳未満の ART 助成利

用率が平均世帯収入と有意な正の相関を認

めたことは興味深い。ART による治療費は

通常１採卵周期あたり 20-50 万円と高額で

あり、さらに健康保険の適応はない。国が

主導する「不妊に悩む方への特定治療支援

事業」による治療費助成があるにせよ、不

妊治療を受けている若い患者にとって、

ART を受けるかどうかの判断に経済的要因

が大きく関与しているものと推測される。 

 他方で 35 歳未満の ART 利用率と、所得

格差の指標である都道府県レベルの Gini 係

数とは関連を認めなかった。地域の所得格

差がヘルスアウトカムに及ぼす影響につい

ては日本からも多く報告されているが、

ART という妊娠をめざすための治療の選択

に対しては、所得格差のおよぼす影響は軽

微なものなのかもしれない。 

 35 歳未満の ART 利用率とボランティア

参加率とは正の相関を認め、転入率とは負

の相関を認めた。このことは、ソーシャル・

キャピタルといった地域レベルの要因が、

若い年代におけるARTを受けるかどうかの

判断に影響を及ぼしている可能性を示唆し

ている。人が長く居住し、助け合うといっ

た地域の環境が、35 歳未満の不妊患者にお

いてARTへすすもうという行動にポジティ

ブに作用しているかもしれない。近所との

関わり合いが強い地域では、妊娠や子供を

持つことに対する期待（またはプレッシャ

ー）が働き、ART を受ける一要因となって

いるのかもしれない。 

 本研究は都道府県を対象とした地域相関

研究であるため、本研究で得られた結果が

必ずしも個人レベルには適応できない。前

述したように、挙児希望の有無を考慮でき

ていないため、35 歳未満の患者における

ART へのアクセスが阻害されているのか、

そもそも挙児希望がないのかを区別するこ

ともできない。本研究で認められた、世帯

収入やボランティア参加率、転入率といっ
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たソーシャル・キャピタル等の地域レベル

の社会経済要因が個人レベルの行動に影響

をおよぼしているかを検証するためには、

個人を対象とした研究が必須である。次年

度以降、都道府県、中核市・政令市内での

個票を用いた研究を予定していきたい。 

 

Ｅ．結論 

 都道府県を対象とした地域相関研究を行

い、35 歳未満の ART 助成利用率が、35 歳

未満人口 1 万人あたり 15.7 人から 42.4 人ま

で都道府県間で大きな開きがあることがわ

かった。35 歳未満の ART 助成利用率が、平

均世帯収入と正の相関を認め、ソーシャ

ル・キャピタルの指標として用いたボラン

ティア参加率とは正の相関を認め、転入率

とは負の相関を認めた。これらの結果は、

35 歳未満の ART 助成利用率が、世帯収入や

ソーシャル・キャピタル等の地域レベルの

社会経済要因と関連していることを示唆す

る。本研究では、挙児希望の有無を考慮で

きていないため、今後は都道府県、中核市・

政令市内での個票を用いた研究を予定して

いきたい。 
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表 1. 47 都道府県における 35 歳未満 ART 助成利用率(1 万人あたり)および各要因の分布 

 

Table 1. Demographics, income inequality and social capital indicators of prefectures (N=47).  
 

  Mean (SD) or n (%) Median (range) 

Population (10,000 persons) 270.1 (274) 163 (57－1362.4) 

Area (Km2) 8040 (11700) 6096 (1876－83,456) 

Number of women at the age 15-34 (10,000 persons) 20.4 (24.7) 11.8 (3.6－13.4) 

Mean income per capita (10,000 yen) 617 (56.6) 612 (470－769) 

Mean age at first marriage 29.1 (0.38) 29.1 (28.6－30.5) 

   
Number of doctors 6797 (7583) 4081 (1805－44,136) 

Number of IVF clinics 13.1 (16.4) 7 (2－100) 

   
Number of women receiving ART reimbursement 663 (721) 400 (128－3241) 

Number of cycles receiving ART reimbursement 1031 (1119) 620 (210－5118) 

   
Number of women < 35 years who receive ART reimbursement per 

10,000 women 
35.2 (6.1) 33.4 (22.0－58.8) 

   
Gini coefficient 0.35 (0.015) 0.35 (0.32－0.38) 

Voting rate in the lower house election (%) 54.9 (4.0) 55.2 (46.5－64.1) 

Volunteer rate (%) 27.9 (3.5) 27.8 (20.6－33.9) 

Move-in ratio (%) 1.5 (0.39) 1.5 (0.91－3.0) 

   
Additional grant for ART at prefecture (%) 36 (76.6) － 

Shifting age limitation for reimbursement (%) 2 (4.3) － 

Increase the number of reimbursement (%) 11 (23.4) － 

Increase amount of reimbursement (%) 20 (42.6) － 

Shifting income limitation for reimbursement (%) 6 (12.8) － 

Additional grant for non-ART treatment or infertility testing (%) 23 (48.9) － 

Others (%) 10 (21.3) － 
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表 2. 35 歳未満 ART 助成利用率(1 万人あたり)と各要因との関連 

Table 2. Association of income inequality and social capital with proportion of women receiving ART reimbursement less than 35 years.  

  Bivariate analysis  Multivariate analysis 

  Coefficient (95% CI) p value  Coefficient (95% CI) p value 

Log(population (10,000 persons)) -3.5 (-6.9 to -0.22) 0.037 
 

－ 
 

Log(area (Km2)) -2.9 (-6.9 to 1.14) 0.15 
 

-6.5 (-10.4 to -2.5) 0.002 

Mean income per capita (10,000 yen) 0.061 (0.016 to 0.11) 0.008 
 

0.047 (0.007 to 0.088) 0.02 

Mean age at first marriage -6.7 (-13.7 to 0.22) 0.06 
 

0.017 (-9.4 to 9.5) 0.997 

      
Log(number of doctors) -3.5 (-7.0 to -0.0013) 0.05 

 
－ 

 
Log(number of IVF clinics) -1.7 (-4.8 to 1.43) 0.28 

 
1.45 (-1.86 to 4.8) 0.38 

      
Gini coefficient -157.8 (-330.8 to 15.1) 0.073 

 
77.0 (-59.6 to 213) 0.26 

Voting rate in the lower house election (%) 0.20 (-0.48 to 0.88) 0.55 
 

-0.32 (-0.95 to 0.30) 0.3 

Volunteer rate (%) 1.33 (0.67 to 1.99) <0.001 
 

1.50 (0.70 to 2.30) 0.001 

Move-in ratio (%) -7.1 (-13.8 to -0.43) 0.038 
 

 -15.0 (-25.8 to -4.1) 0.008 

Additional grant for ART at prefecture (%) 5.76 (-0.36 to 11.9) 0.065 
 

5.42 (-1.26 to 12.1) 0.11 

Shifting age limitation for reimbursement (%) -2.5 (-15.8 to 10.9) 0.71 
 

0.03 (-11.9 to 11.9) 0.996 

Increase the number of reimbursement (%) 4.5 (-1.7 to 10.7) 0.15 
 

1.46 (-3.2 to 6.1) 0.53 

Increase amount of reimbursement (%) -0.25 (-5.7 to 5.2) 0.93 
 

-1.53 (-5.87 to 2.81) 0.48 

Shifting income limitation for reimbursement (%) 6.1 (-1.7 to 14.0) 0.12 
 

3.64 (-2.70 to 9.9) 0.25 

Additional grant for non-ART treatment or infertility testing (%) 1.0 (-4.4 to 6.4) 0.71 
 

1.1 (-4.0 to 6.1) 0.67 

Others (%) 4.58 (-1.86 to 11.0) 0.16  -2.82 (-7.66 to 2.01) 0.24 

*Bold values signiice p<0.05. 
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図 1. 35 歳未満 ART 助成利用率(1 万人あたり)の都道府県別分布 
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図 2. 二人以上世帯における平均収入と 35 歳未満 ART 助成利用率との相関（N=47） 

 
 

 

 

図 3.都道府県別ボランティア参加率と 35 歳未満 ART 助成利用率との相関（N=47） 

 

r=0.38 
P=0.0085 

r=0.52 
P=0.0002 
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図 4. 都道府県別転入率と 35 歳未満 ART 助成利用率との相関（N=47） 

 
 

r=-0.30 
P=0.038 


